
日医発1025号（保225）

平成24年1月30日

都道府県医師会長殿

日本医師会長

　原　中　勝　征

特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の施行

　に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令の施行等について

　集団予防接種等の際の注射器の連続使用によるB型肝炎ウイルス感染被害の解決を図るた

め、「特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法」　（以下、「新法」と

いう。）が平成23年12月16日に公布され、平成24年1月13日より施行されることは、

平成24年1月5目付け目医発第940号　（地皿211）により、貴職あてにご案内申し上げ

たところであります。

　新法の施行に伴い、特定無症侯性持続感染者（昭和23年7月1日から昭和63年1月27

日までの集団予防接種等の際の注射器の連続使用により、7歳になるまでの間にB型肝炎ウイ

ルスに感染された方及びその方から母子感染された方）に支給する定期検査費、母子感染防止

医療費、世帯内感染防止医療費等の費用が公費負担医療の扱いとなり、給付に係る支給事務等

を社会保険診療報酬支払基金が行うことから、健康保険法施行規則、船員保険法施行規則、社

会保険診療報酬請求書審査委員会及び社会保険診療報酬請求書特別審査委員会規程、国民健康

保険法施行規則、療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令及び高齢者の

医療の確保に関する法律施行規則並びに局長通知について所要の改正を行うものであります。

　つきましては、貴会会員への周知方ご高配賜りますようお願い申し上げます。

〈添付資料＞

特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の施行に伴う厚生労働省

関係省令の整備に関する省令の施行等について

　（平24．1．13保発0113第4号～第7号　厚生労働省保険局長）

（参考）

1．公費負担医療が行われる療養に係る高額療養費の支給について

　　（昭和48年10月30日　保発第42号）改正後全文

2．特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の施行に伴う厚生労働

　省関係省令の整備に関する省令（厚生労働省令第二号）

　　（平24．1．13官報　第5716号　抜粋）

3．特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の施行に伴う厚生労働

　省関係省令の整備に関する省令　新旧対照条文





⑧
保肇・0113第4号
平成24年1月13日

全国健康保険協会理事長　殿
、

厚生労働省保険局長

特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の施行に

　　伴う厚生労働省蘭係省令の整備に関する省令Φ施行等について

’特定B型肝炎ウイ～レス感染者給付金等の支給に関する特別措置法（平成23年法律第1，

26号。以下「新法」という。）が平成23年12月16日に公布され」本日から施行さ

れます．これに伴い、特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の

施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令（平成24年厚生労働省令第2号。以．

下「整備省令」という。）が本日公布されます。また、、整備省令の改正に伴い、「会費負担

医療が行われる療養に係る高額療養費の支給について」（昭和4・8年’10月30日保発第

42号。以下「局長通知1というb㌦）の一部を改正したところです。

　ごれらの改正の趣旨及び主な内容は下記のとおりですので、運用に当たって、十分に留

意の上、適切に御対応いただくようお願い申し上げます。

記

第1　改正の趣旨

　新法の施行に伴い、特定無症候性持続感染者に支給する検査等の費用が、公費負担医

療扱いとなるため、健康保険法施行規則（大正15年内務省令第36号。・以下「健保則」

という。）、船員保険法施行規則（昭和15年厚生省令第5号。以下「船保則」という。〉、

社会保険診療報酬請求書審査委員会及び社会保険診療報酬請求書特別審査委員会規程

（昭和23年厚生省令第56号。以下r審査委員会規程」というら）、国民健康保険法施

行規則（昭和33年厚生省令第53号。以下「国保則」という。）、療養の給付及び公費

負担医療に関する費用の請求に関する省令（昭和51年厚生省令第36号。以下「請求

省令」という。〉及び高齢者の医療り確保に関する法律施行規則（平成19年厚生労働

省令第129号。以下「高確則」という。）並びに局長通知にづいて所要の改正を行う。



第2　改正の具体的内容

1　健康保険法施行規則の一部改正（第1条関係）

　（1）特定給付対象療養の追加（健保則第98条関係）

　　　健康保険法施行令（大正15年勅令第243号。以下「健保令」という。）第

　　　41条第1項第2号の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、新法第

　　　12条第1項、第13条第1項又は第14条第1項に規定する定期検査費・母子
　　感染防止医療費及び世帯内感染防止医療費（以下r新法公費負担医療」という。）

　　　の支給を追加したこと。

　　　※「特定給付対象療養」とは、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成

　　　　6年法律第117号）による一般疾病医療費の支給その他のいわゆる公費負担

　　　　医療が行われ．るべき療養をいうものであって、被保険者がこの療養を受けた場

　　　合、被保険者が同一の月にそれぞれ一の病院等について受けたこの療養の自己

　　　負担について、被保険者の所得区分にかかわらず、一律に一般の所得区分の自

　　　　己負担限度額を適用して高額療養費を支給することとされているもの。

　（2）現物給付化される特定給付対象療養の追加・（緯保則第106条、第107条関

　　　係）

　　　健保令第43条第4項又は同条第6項の厚生労働省令で定める医療に関する給

　　　付について、新法第12条第1項又は第13条第1項に規定する定期検査費及び

　　　母子感染防止医療費の支給を追加したこと。

　　　※「現物給付化」とは、「医療機関の窓口での支払いを自己負担額限度額までに

　　　　とどめることができる仕組み1をいう。

2　船員保険法施行規則の一部改正（第2条関係ア

　（1）特定給付対象療養の追加（船保則第86条関係）

　　　船員保険法施行令（昭和28年政令第240号。以下「船保令エという。）第

　　　8条第1項第2号の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、1の（1）

　　　に準じた改正を行ったこと。　　・　　　　　　　一　　　、

　（2）現物給付化されう特定給付対象療養の追加（船保則第96条、第97条関係）
　　　船保令第10条第4項又は同条第6蚤の厚生労働省令で定誇る医療に関する給一

　　　付について、1の（2）に準じた改正を行ったこ≧。

3　社会保険診療報酬請求書審査委員会及び社会保険診療報酬請求書特別審査委員会規

定の一部改正（第3条関係）　　・・　甲　　　　’　　　　”

　　社会保険診療報酬請求書審査委員会が新法に基づく医療に関する診療報酬請求の

　適否の審査を行う際には、新法第12条第3項及び第4項又は第13条第2項及び

　　第3項の規定に基づき審奪を行うこととしたこと（審査委員会規程第4条関係）。

4　国民健康保険法施行規則の山部改正（第4条関係）



　　（1）被保険者資格証明書の交付の対象外となる被保険者の追加（国保則第5条の

　　　5関係）　，

　　　　国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第9条第3・項の厚生労働省令で

　　　定める医療に関する給付に、新法公費負担医療を加える’ことにより、新法公費負

　　　担医療の支給を受ける被保険者が被保険者資格証明書の交付対象外とされたこ一

　　　と。

　　（2）特定給付対象療養の追加（国保則第27条の12関係）．

　　　　国民健康保険法施行令（昭和33年政令第362号。以下「国保令」という。）

　　　第29条の2第1項第2号の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、

　　　1の（1）に準じた改正を行ったこと。

　　（3）現物給付化される特定給付対象療養の追加（国保則第27条の15関係）

　　　　国保令第29条め4第3項の厚生労働省令で定める医療に関する給付につい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●　　　て、1の（2）に準じた改年を行ったこと。

5　療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令（第5条関係）

　　新法に基づく医療に関し費用を請求しようとする場合には、保険医療機関は請求

　省令に基づき、審査支払基金に請求しなければならないとととすること。（請求省

　令第1条関係）

6　高齢者の医療の確保に関する法律施行規則の一部改正（第6条関係）

　、（1）被保険者資格証明書の交付の対象外となる被保険者の追加（高確則第13条

　　　関係）

　　　　高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第54条第4項

　　　の厚生労働省令で定める医療に関する給付について・4の，（1）に準じた改正を

　　行ったこと。

　　（2）・特定給付対象療養の追加・（高確則第61条関係）

　　　　高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成19年政令第318号。以下「高

　　確令」という。）第14条第1項第2号の厚生労働省令で定める医療に関する給

　　付について、1の（一1）に準じた改正を行ったこと。

　　（3）現物給付化される特定給付対象療養の追加（高確則第68条関係）

　　　　高確令第16条第3項の厚生労働省令で定める医療に関する給付について」1

　　　の（2）に準じた改正を行ったこと。

7　局長通知の改正

　　　下記のとおり局長通知の一部を改正する（別添改正後全文参考）。

別紙の10の次に次を加える。

1，0の2　特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法（平成

　23年法律第126号）第12条第1項の定期検査費又は同法第13条第1項の

　母子感染防止医療費の支給



8　施行期日等

　　　1～6については、平成24年1月13日から施行し、

　　適用する。

7については、同日から



ノ ⑧
保発0113第5号
平成24年1月13日

健康保険組合理事長殿

厚生労働省保険局長

特定B型肝炎ウィルス感染者給付傘等の支給に関する特別措置法の施行に

　　伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令の施行等について

　特定后型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法（平成23年法律第1

26号。．以下r新法」という。）が平成23年12月16日に公布され、本日から施行さ

れます。これに伴い、一 ﾁ定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の

施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令（平成24年厚生労働省令第2号。以

下「整備省令」という。）が本日公布されます。また、整備省令の改正に伴い、「公費負担

医療が行われる療養に係る高額療養費の支給についてゴ（昭和48年10月30日保発第

42号。以下r局長通知」という。）の一部を改正したところです。

　これらの改正の趣旨及び主な内容は下記のとおりですので、運用に当たって、十分に留

意の上、適切に御対応いただくようお願い申し上げます。

記

（

第1　改正の趣旨

　新法の施行に伴い、特定無症侯性持続感染者に支給する検査等の費用が、公費負担医

療扱いとなるため、健康保険法施行規則（大正15年内務省令第36号。以下「健保則」・

という。）、船員保険法施行規則（昭和15年厚生省令第5号。以下「船保則」という。）、

社会保険診療報酬請求書審査委員会及び社会保険診療報酬請求書特別審査委員会規程・

　（昭和23年厚生省令第56号。以下「審査委員会規程」という。）、国民健康保険法施

’行規則（昭和33年厚生省令第53号。以下r国保則」という。）．療養の給付及び公費

負担医療に関する費用の請求に関する省令．（昭和51年厚生省令第36号。以下r請求

省令」という。）及び高齢者の医療の確保鱒関する法律施行規則（平成19年厚生労働

省令第129号。以下「高確則」という壁）並びに局長通知について所要の改正を行う。



第2　改正の具体的内容

1　健康保険法施行規則の一部改正（第1条関係）

　（1）特定給付対象療養の追加（健保則第98条関係）

　　　健康保険法施行令（大正15年勅令第243号。以下「健保令」という。）第

　　　41条第1項第2号の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、新法第

　　　12条第1項、第1，3条第1項又は第14条第1項に規定する定期検査費、母子

　　感染防止医療費及び世帯内感染防止医療費（以下r新法公費負担医療」という。）

　　　の支給を追加したこと。

　　　※「特定給付対象療養」とは、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成

　　　　6年法律第117号）による一般疾病医療費の支給その他のいわゆる公費負担

　　　　医療が行われるべき療養をいうものであって、被保険者がこの療養を受けた場

　　　　合、被保険者が同一の月にそれぞれ一の病院等について受けたこの療養の自己

　　　　負担について、被保険者の所得区分にかかわらず、一律に一般の所得区分の自

　　　　己顔担限度額を適用して高額療養費を支給することとされているもり・

　（21現物給付化される特定給付対象療養の追加（健保則第106条、第107条関

　　　係）

　　　　健保令第43条第4項又は同条第6項の厚生労働省令で定める医療に関する給

　　　付について、新法第12条第1項又は第13条第1項に規定する定期検査費及び

　　　母子感染防止医療費の支給を追加したこと。

　　　※r現物給付化」とは、r医療機関の窓口での支払いを自己負担額限度額までに

　　　　とどめることができる仕組み」をいう。

　　　　　　　　　　　　　マ
2　船員保険法施行規則の一部改正（第2条関係）

　（1）特定給付対象療養の追加（船保則第86条関係）
　　　　船員保険法施行令（昭和28年政令第24、0号。以下r船保令」・という。）第

　　　8条第1項第2号の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、1の（1）

　　　に準じた改正を行ったこと。

　（2）現物給付化される特定給付対象療養の追加（船保則第96条、第97条関係）

　　　　船保令第10条第4項又は同条第6項の厚生労働省令で定める医療に関する給

　　　付について、1の（2）に準じた改正を行ったこと。

3　社会保険診療報酬請求書審査委員会及び社会保険診療報酬請求書特別審査委員会規

定の一一部改正（第3条関係）

　　　社会保険診療報酬請求書審査委員会が新法に基づく医療に関する診療報酬請求の

　　適否の審査を行う際には、新法第12条第3項及び第4項又は第13条第2項及び

　　第3項φ規定に基づき審査を行うこととしたこと（審査委員会規程第4条関係）。

4　国民健康保険法施行規則の一部改正（第4条関係）

一〆一囑



（1）被保険者資格証明書の交付の対象外となる被保険者の追加（国保則第5条の

　5関係）

　　国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第9条第3項の厚生労働省令で
定める医療に関する給付に、．新法公費負担医療を加えることによ．り、新法公費負

　担医療φ支給を受ける被保険考が被保険者資格証明書の交付刻象外とされたこ．

　と。

（2）特定給付対象療養の追加（国保則第27条の12関係）

　　国民健康保険法施行令（昭和33年政令第3．62号。以下「国保令」という。）

第29条の2第1項第2号の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、

　1の（1）に準じた改正を行6たこと。

（3）現物給付化される特定給付対象療養の追加（国保則第27条の15関係）．

　　国保令第29条の4第3項の厚生労働省令で定める医療に関する給付につい

て、1の（2）に準じた改正を行ったこと。

5　療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令（第5条関係）

　　新法に基づく医療に関し費用を請求しよう≧する場合には・保険医療機関は請求i

　省令に基づき、審査支払基金に請求しなければならないこととすること。（請求省

　令第1条関係）一

6　高齢者の医療の確保に関する法律施行規則の一部改正（第6条関係）

　　（1）被保険者資格証明書の奈付の対象外となる被保険者の追加（高確則第13条

　　　関係）

　　　高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第54条第4項
　　　の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、4の一（1）に準じた改正を

　　行ったこと。

　　（2）特定給付対象療養の追加（高確則第61条関係）

　　　高齢者の医療の確保に関する法律施行令（平成19年政令第318号。以下「高

　　確令」という。）第14条第1項第2号の厚生労働省令で定める医療に関する給

　　付について、1砂（1）に準じた改正を行づたこと。
　　（3）現物給付化される特定給付対象療養の追加（高確則第68条関係）

　　　高確令第16条第3項の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、1

　　の（2）に準じた改正を行ったこと。

7　局長通知の改正

　　下記のとおり局長通知の」部を改正する（別添改正後全文参考）。

別紙の10の次に次を加える。

10の2　特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法（平成

　23年法律第126号）第12条第1項の定期検査費又は同法第13条第1項の
　母子感染防止医療費の支給



8　施行期日等

　　　1～6については、平成24年1月13日から施行し、
　　適用する。．

7については、同日から



㊥
保発0，11’3第6号

平成24年1月13目

都道府県知事　殿

厚生労働省保険局長

特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支緯に関する特別措置法の施行に

　　伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令の施行等について

　特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法（平成23年法律第■

26号。以下「新法」という。）が平成23年12月16日に公布され、本日から施行さ

れます。これに伴い、特定B型肝炎ウィルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の

施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令（平成24年厚生労働省令第2号。以

下．r整備省令」という。）が本日公布されます。また、整備省令の改正に伴い、丁公費負担

医療が行われる療養に係る高額療養費の支給について」（昭和48年10月30白保発第

42号。以下「局長通知」という。）の』部を改正したところです。

　これらの改正の題旨及び主な内容は下記のとおりですので、運用に当たって、十分に留

意の上、貴都道府県内の市町村（特別区を含む。）・国民健康保険組合及び後期高齢青医療

広域連合等に周知徹底を図っていただくようお願い申し上げます。

記

第1　改正の趣旨

　新法の施行に伴い、特定鴛症候性持続感染者に支給する検査等の費用魁公費負担医

療扱いとなるため、健康保険法施行規則（大正15年内務省令第36号。以下「健保則」

という。）、船員保険法施行規則（昭和15年厚生省令第5号・以下「船保貝1」という・）・

社会保険診療報酬請求書審査委員会及び社会保険診療報酬請求書特別審査委員会規程

（昭和23年厚生省令第56号。以下r審査委員会規程』という。）、国民健康保険法施

行規剴（昭和33年厚生省令第53号。以下「国保則」という。）、療養の給付及び公費

負担医療に関する費用の請求に関する省令（昭和51年厚生省令第36号。以下r請求



省令」という。）及び高齢者の医療の確保に関する法律施行規則（平成19年厚生労働

省令第129号。以下r高確則」という。）並びに局長通知についオ所要の改正を行う。

第2　改正の具体的内容

1　健康保険法施行規則の一部改正（第1条関係）

　（1）特定給付対象療養の追加（健保則第9，8条関係）

　　　健康保険法施行令（大正15年勅令第243号。以下「健保令」という。）第

　　　41条第1項第2号の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、新法第

　　　12条第1項、第1＄条第1項又は第14条第1項に，規定する定期検査費・母子

　　感染防止医療費及び世帯内感染防止医療費（以下r新法公費負担医療」という。）

　　　の支給を追加したこと。

　　　※「特定給付対象療養」とは、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成

　　　　6年法律第117号）による一般疾病医療費の支給その他のいわゆる公費負担

　　　　医療が行われるべき療養をいうものであって、被保険者がこの療養を受けた場

　　　　合、被保険者が同一の月にそれぞれ一の病院等について受けたこの療養の自己

　　　負担について、被保険者の所得区分にかかわらず、一律に一般の所得区分の自

　　　　己負担限度額を適用して高額療養費を支給することとされているもの。

　（2）現物給付化される特定給付対象療養の追加（健保則第106条、・第107条関

　　係）

　　　．健保令第43条第4項又は同条第6項の厚生労働省令で定める医療に関する給

　　　付について、新法第1－2条第1項又は第13条第1項に規定する定期検査費及び

　　　母子感染防止医療費の支給を追加したこと。

　　　※「現物給付化」とは、「医療機関め窓口での支払いを自己負担額限度額まで14

　　　　とどめることができる仕組み」をいう。，

2　船員保険法施行規則の一部改正（第2条関係）

　（1）特定給付対象療養の追加（船保則第’86条関係）

　　　　船員保険法施行令（昭和2．8年政令第240号。以下「船保令」という。）第

　　　8条第1項第2号の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、1の（1）・

　　　に準じた改正を行ったこと。

　（2）現物給付化される特定給付対象療養の追加（船保則第96条、第97条関係）

　　　、船保令第10条第4項又は同条第6項の厚生労働省令で定める医療に関する給

　　　付について、1の（2）に準じた改正を行ったこと。

3　社会保険診療報酬請求書審査委員会及び社会保険診療報酬請求書特別審査委員会規

定の一部改正（第3条関係）

　　　社会保険診療報酬請求書審査委員会が新法に基づく医療に関する診療報酬請求の

　　適否の審査を行う際には、新法第12条第3項及び第4項又は第13条第2項及び
　　第3項の規定に基づき審査を行うこととしたこと（審査委員会規程第4条関係）。



4　国民健康保険法施行規則の一部改正（第4条関係）

　　（1）被保険者資格証明書の交付の対象外となる被保険者の追加（国保則第5条め

　　　5関係）

　　　一国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第9条第3項の厚生労働省令で

　　　定める医療に関する給付にへ新法公費負担医療を加えること砕よη》新法公費負

　　　担医療の支給を受ける被保険者が被保険者資格証明書の交付対集外とされたこ

　　　と。

　　（2）特定給付対象療養の追加（国保則第27条の12蘭係）

　　　　国民健康保険法施行令（昭和33年政令第362号。以下「国保令」という。）

　　第29条の2第1項第2号の厚生労働省令で定めう医療に明する給付について・

　　ユの（1）に準じた改正を行ったこと。

　　（3！現物給付化され為特定給付対象療養の追加（国保則第27条の孕5関係）

　　　国保令第29条の4第3項の厚生労働省令で牢める医療に関する給付につい

　　て、1の（2）．に準じた改正を行ったこと。

5　療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関すう省令（第5条関係）．

　　　新法に基づく医療に関し費用を請求しようとする場合には、保険医療機関は請求

　　省令に基づき．審査支払基金に請求しなければならないこととすること．（請求省

　　令第1条関係）

6　高齢者の医療の確保に関する法律施行規則の一部改正（第6条関係）

　　（1）被保険者資格証明書の交付の対象外となる被保険者の追加（高確則第13条

　　　関係）

　　　　高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第54条第4項

　　　の厚生労働省令で定める医療に関する給付年ついて、4の（1）に準じた改正を

　　　行ったこと。

　　（2）特定給付対象療養の追加（高確則第61条関係）

　　　　高齢者の医擦の確保に関する法律施行令（平成19年政令第318号。以下r高

　　確令」という6）第14条第1項第2号の厚生労働省令で定める医療に関する給

　　　付について、1の（1）に準じた改正を行ったこと。

　　（3）現物給付化される特定給付対象療養の追加（高確則第68条関係）

　　　　高確令第16条第3項の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、1

　　　の（2）．に準じた改正を行ったこと。

7　局長通知の改正

　　　下記のとおり局長通知の一部を改正する・（別添改正後全文参考）。

別紙の10の次に次を加える。・

10の2　特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法（平成



　　　23牢法律第126号）第12条第1項の定期検査費又は向法第13条第i項の

　　　母子感染防止医療費の支給

8　施行期日等
　　　■～6についでは、平成24年1月13目から施行し、7については、同日から

　　適用する。



，⑧

保発σ113第7号
平成24年1月13日

地方厚生（支）局長殿

厚生労働省保険局長

　．（公印省略）

特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別借躍法の施行に伴う

　　　　厚生労働省関係省令の整備に関する省令の施行等について

標記について、別添のとおり、健康保険組合理事長あて通知したので、その

指導に当たっては遺憾なきよう取り扱われたい。



⑧
保発0113第5号
平成24年1月13日

健康保険組合理事長　殿

厚生労働省保険局長

特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法の施行に

　　伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令の施行等について

　特定B型肝炎ウ》rルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法（平成23年法律第1

26号。以下r新法」という。）が平成23年12月16日に公布さわ・本日から施行さ

れます。これに伴い、特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関す．る特別措置法の

施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省令（平成24年厚生労働省令第2号。以
下「整備省令」という。）が本日公布されます。また、整備省令の改正に伴い、「公費負担

医療が行われる療養に係る高額療養費の支給について」・（昭和48年10月30日保発第

42号。以下「局長通知」という。）の一部を改正したところです。

　これらの改主の趣旨及び主な内容は下記のとおりぞすので、運用に当たって、十分に留

意の上、適切に御対応いただくようお願い申し上げます。

記

第1　改正の趣旨

　新法の施行に伴い、特定無症候性持続感染者に支給する検査等の費用が、公費負担医

療扱いとなるため、健康保険法施行規則（大正15年内務省令第36号。以下「健保則」

という。）、船員保険法施行規則（昭和15年厚生省令第5号。以下「船保則」という。）、

社会保険診療報酬請求書審査委員会及び社会保険診療報酬請求書特別審査委員会規程

（昭和23年厚生省令第56号。以下r審査委員会規程」という。）・国民健康保険法施

行規則（昭和33年厚生省令第53号。以下r国保則」という。）・療養の給付及び公費

・負担医療に関する費用の請求に関する省令（昭和51年厚生省令第36号・以下「請求

省令」という。〉及び高齢者の医療の確保に関する法律施行規則（平成19年厚生労働

省令第129号。以下「高確則」という。）並びに局長通知にづいて所要の改正を行うび



第2　改正の具体的内容

1　健康保険法施行規則の一部改正（第1条関係）

　（1）特定給付対象療養の追加（健保則第98条関係）

　　　健康保険法施行令（大正15年勅令第243号。以下「健保令」という。）第

　　　41条第1項第2号の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、新法第

　　　12条第1項、第13条第1項又は第14条第1項に規定する定期検査費、母子
　　感染防止医療費及び世帯内感染防止医療費（以下r新法公費負担医療」という。）

　　の支給を追加したこと。

　　※「特定給付対象療養」とは、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成

　　　　6年法律第117号）による一般疾病医療費の支給その他のいわゆる公費負担

　　　．医療が行われるべき療養をいう『ものであって、被保険者がこの療養を受けた場

　　　合、被保険者が向一の月にそれぞれ一の病院等について受けたこの療養の自己

　　　負担について、被保険者の所得区分にかかわらず、r律に一般の所得区分の自

　　　己負担限度額を適用して高額療養費を支給することとされているもの。

　（2）現物給付化される特定給付対象療養の追加（健保則第106条、第107条関

　　係）

　　　健保令第43条第4項又は同条第6項の厚生労働省令で定める医療に関する給

　　付について、一新法第12条第1項又は第13条第1項に規定する定期検査費及び

　　母子感染防止医療費の支給を追加したこと。

　　※「現物給付化」とは、「医療機関の窓口での支払いを自己負担額限度額までに

　　　　とどめることができる仕組み」をいう。

2　船員保険法施行規則の一部改正（第2条関係）

　〈1）特定給付対象療養の追加（船保則第86条関係）

　　　船員保険法施行令（昭和28年政令第240号。以下r船保令」という。）第

　　　8条第1項第2号の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、1の（1）

　　　に準じた改正を行ったこと。

　（2）現物給付化される特定給付対象療養の追加（船保則第96条、第97条関係）

　　　船保令第10条第4項又は同条第6項の厚生労働省令で定める医療に関する給

　　　付について、1の（2）に準じた改正を行ったこと。

3　社会保険診療報酬請求書審査委員会及び社会保険診療報酬請求書特別審査委員会規

定の一部改正（第3条関係）

　　　社会保険診療報酬請求書審査委員会が新法に基づく医療に関する診療報酬請求の一

　　適否の審査を行う際には、新法第12条第3項及び第4項又は第13条第2項及び

　　第3項の規定に基づき審査を行うこととしたこと（審査委員会規程第4条関係）。

4　国民健康保険法施行規則の一部改正（第4条関係）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の
．（1）被保険者資格証明書の交付の対象外となる被保険者の追加（国保則第5条の

　　5関係）

　　国民健康保険法（昭和33年法律第192号）第9条第3項の厚生労働省令で

　定める医療に関する給付に、新法公費負担医療を加えることにより、新法公費負

　担医療の支給を受ける被保険者が被保険者資格証明書の交付対象外とされた、こ

　と。

（2）特定給付対象療養の追加（国保則第27条の12関係）

　　国民健康保険法施行令（昭和33年政令第362号。以下「国保令」という。）

　第29条の2第1項第2号の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、

　1の（1）に準じた改正を行ったこと。

（3）現物給付化される特定給付対象療養の追加（国保則第27条の15，関係）

　　国保令第29条の4第3項の厚生労働省令で定める医療に関する給付につい

　て｛1の（2）に準じた改正を行ったこと。

5一療養の給付及び公費負担医療に関する費用の請求に関する省令（第5条関係）・

　　　新法に基づく医療に関し費用を請求しようとする場合には、保険医療機関は請求

　　省令に基づき、審査支払基金に請求しなければならないこととすること。（請求省

　　令第1条関係）

6　高齢者の医療の確保に関する法律施行規則の一部改正（第6条関係）

　　（1）被保険者資格証明書の交付の対象外となる被保険者の追加（高確則第13条

　　　関係）

　　　　高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第54条第4項

　　　の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、4の（1）に準じた改正を

　　　行ったこと。

　　（2）特定給付対象療養の追加（高確則第61条関係）
　　　　高齢者の医療の確保に関する法律施行令一（平成19年政令第318号。以下「高

　　　確令」という。）第14条第1項第2号の厚生労働省令で定める医療に関する給

　　　付について、1の（1・）に準じた改正を行ったこと乙

　　（3）現物給付化される特定給付対象療養の追加（高確則第68条関係）

　　　　高雅令第16条第3項の厚生労働省令で定める医療に関する給付について、1

　　　の（2）に準じた改正を行ったこと。

7　局長通知の改正

　　　下記のとおり局長通知の一部を改正する（別添改正後全文参考）。

別紙の10の次に次を加える。

10の2　特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法（平成

　23年法律第126号）第12条第1項の定期検査費呆は同法第13条第1項の
　母子感染防止医療費の支給



8　1施行期日等

　　　・一6については・平成24年手月・3日から施行し・．7に？いてほ・同日から

　適用する。



（参考）

（昭和48年10月30日保発第42号）改正後全文

公費負担医療が行われる療養に係る高額療養費の支給について

　健康保険法等の一部を改正する法律（昭和四八年九月二六日法律第八九号）に

より新たに健康保険及び船員保険におい』て設けられた高額療養費の支給につい

ては昭和四八年一〇月一七日保発第三九号、庁保発第二〇号で通知したところ

であるが、公費負担医療が行われる療養に係る高額療養費の支給に関する具体

的実施方法については、次め事項に留意のうえ、円滑な実施を図われたい。あ

わせて、関係医療機関等及び社会保険診療報酬支払基金支部並びに貴都道府県

公費負担医療主管部局及び保険主管部局との間の連絡調整を図るとともに・貴

管下健康保険組合への周知を図られるよう願いたい。

記

1　趣旨
　高額療養費の支給は、被保険者からの請求に基づいて行われるのが原則で

あるが、原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成6年法律第・117

号）による一般疾病医療費の支給その他健康保険法施行規則（大正15年内

務省令第36号）第106条から第108条まで若しくは船員保険法施行規

則（昭和15年厚生省令第5号）第47条ノ2／9・第47条ノ2／10若
しくは第47条ノ3又は昭和59年厚生省告示第157号に規定する医療に

関する給付（以下r公費負担医療」という。）が行われる療養に係る高額療

養費の支給については、保険者は被保険者に末給することに代えて高額療養

費の額を直接保険医療機関等に支払うこととした。これは、従来、家族療養

費が現物給付の取扱いとして行われる場合において、当該療養につき公費負

担医療が行われるときは、患者の窓口負担を要すること．なく当該給付を受け

　られるよう取扱っていることにかんがみ、高額療養費支給制度の創設により、

新たに患者の窓口負担が生ずることなく本制度炉実施できるようにしたもの

であり、保険医療機関等における請求事務においても衆小限度のものとする

　こととしたものであること。

　　なお｛前記公費負担医療の種類は、．別紙のとおりであるr

2　保険医療機関奪における患者負担額の支払い



　被保険者及びその被扶養者が当該療養につき公費負担医療を受ける場合に

は、当該療養につき高類療養費が支給される場合にあっても、当該高額療養

費を保険医療機関等が被保険者に代つ七保険者に請求することとしたので、

被保険者及びそり被扶養者は、神前どおり窓口負担なしに犀療が受けられる

ものであること。

3　保険医療機関等の高額療養費の額の請求

　公費負担医療が行われる療養に係る高額療養費についての高額療養費の保

険医療機関等からの保険者に対する請求は・次により行うものであるこ、と。

　（1）高額療養費の請求については、診療報酬請求書においてこれを特別扱

　　いとすることなく、保険医療機関等は従前どおり請求を行うものである

　　こと。

（2）被保険者又は被扶養者が別紙12、13及び15の公費負担医療に関

　する給付が行われるべき療養を受けた場合において、高額療養費の支給

　対象であるときは～診療報酬明細書の「特記事項」欄に、高額療養費が

　支給されるものであることの表示（r公」の表示）を行うものであるこ

　と。

（3）被保険者又は被扶養者が特定疾患給付対象療養（別紙11（児童福祉

　法（昭和22年法律第164号）第21条の5の事業に係る医療の給付
　に限る。）及び14の公費負担医療に関する給付が行われるべき療養を

　いう。以下同じ。）を受けた場合であって、保険者の認定を受けている

　とき（これらの給付を受けるための証書に医療保険の所得区分が記載さ

　れている場合）においては、高額療養費の支給対象であるか否かにかか

　わらず、診療報酬明細書の「特記事項」欄に、所得区分に関する表示（「1

　7」等の表示）を行うものであること。

4　“社会保険診療報酬支払基金における高額療養費の支払い

　（1）社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」という。）は、社会保’

　　険と公費負担医療の併用の者に係る診療報酬明細書及び「公」の表示の

　　なされた診療報酬明細書（それぞれ高額療養費の支給に係るものに限

　　る。）については、当該診療報酬明細書における総医療費から次に掲げ

　　る療養の区分に応じ、それぞれ定められた基準額（以下（1）において

　　　r基準額」という。）を控除した額を保険者に対して請求すること。ま

　　だ、公費負担分については、それが支払基金において審査、支払いを行

　　うものであるときは基準額を限度として当該公費負担医療実施者に対し

ζ

、



て請求し、それが支払基金において審査、支払いを行わないものである
　もときは、当該公費負担医療実施者は基準額を限度として保険医療機関等

に対して支払うものであること。

イ　ロ又はハに掲げる療養以外の場合

　（イ）70歳に達する日の属する月以前の療養の場合

　　　　80，100円に医療費のうち267，000円を超える部分、
　　の100分の1を加えた額。ただし、75歳到達時特例対象療養
　　　’（健康保険法施行令（大正15年勅令第243号。以下「令」と

　　いう。）第42条第5項に規定する七十五歳到達時特例対象療養を

　　　いう。以下同じ。）の場合にあっては、40，050円に医療費の

　　　うち133，500円を超える部分の100分の1を加えた額と

　　する。を加えた額とする。

　（ロ）70歳に達する日の属する月の翌月以降の入院療養の場合

　　　　62，100円（当該療養を平成20年4月から平成22年3
　　月までゐ間に受けた場合にあろては44，400円）。ただし、7

　　　5歳到達時特例対象療養の場合にあっては、31，050円（当

　　該療養を平成21年1月から平成22年3月までの間に受けた場

　　一合にあっては22，200円）とする。

　（ハ）70歳に達する日の属する月の翌月以降の外来療養の場合

　　　　24，600円（当該療養を平成20年4月から平成22年3
　　　月までの間に受けた場合にあっては12，000円）。ただし、7

　　　5歳到達時特例対象療養の場合にあっては、12，300円（当

　　　該療養を平成21年1月から平成22年3月までの間に受けた場．

　　　合にあっては6，000円）とする。　　　　　“　　・

ロ　特定疾患給付対象療養の場合（特定疾患給付対象療養を受けること

　について保険者の認定を受けた者が受けたものに限る。）

　（イ）70歳に達する日の属する月以前の療養の場合

　　　①　次に掲げる者以外の者

　　　　・特定疾患給付対象療養多数回該当（※〉以外の場合

　　　　　　80，100円に医療費のうち267，000円を超える部
　　　　分の100分の1を加えた額。ただし、75歳到達時特例対象．

　　　　療養の場合にあっては、40，050円に医療費のうち133，

　　　　　500円を超える部分の10・0分の1を加えた額とする。

　　　　　※　特定疾患給付対象療養多数回該当の場合とは、特牢疾患綿付対象療

　　　　　養（入院療養に限る。）のわった月以前の12月以内年・同一の者が

　　　　　．同一の医療機関で受けた特定疾患給付対象療養（入院療養に限る。）・

　　　　　　に係る高額療養費（健康保険法施行令第41条第7項の規定によるも



　　　　のに限る。）が支給されている月数が3月以上ある場合をいう。墜下

　　　　同じ。

　　・特定疾患給付対象療養多数回該当の場合

　　　44，400円。ただし、75歳到達時特例対象療養の場合

　　にあっては、22，200円とする。

　②令第42条第1項第2号に掲げる者
　　・特定疾患給付対象療養多数回該当以外の場合

　　　　150，000円に医療費のう．ち500，000円を超える
　　　部分の100全の1を加えた額。ただし、75歳到達時特例対

　　　象療養の場合にあっては、75，000円に医療費のうち25

　　　0，000円を超える部分の1’00分の■を加えた額とする。

　　・特定疾患給付対象療養多数回該当の場合

　　　　83，400円。・ただし、75歳到達時特例対象療養の場合

　　　にあっては、41，7QO円とする。
　③　令第42条第1項項第2号に掲げる者

　　・特定疾患給付対象療養多数回該当以外の場合

　　　　35，4σ0円。ただし、75歳到達時特例対象療養の場合

　　　にあっては、17，700円とする。
　　・．特定疾患給付対象療養多数回該当の場合

　　　　24，600円。ただし、75歳到達時特例対象療養の場合

　　　にあづては、12，300円とする。・

（ロ）70歳に達する日の属する月の翌月以降の入院療養の場合

　①　次に掲げる者以外の者

　　　・特定疾患給付対象療養多数回該当以外の場合

　　　　62，100円（当該療養を平成21年5月から平成22年
　　　3月までの間に受けた場合にあっては44，400円）。ただ

　　　し、75歳到達時特例対象療養の場合にあっては、311，05

　　　0円（当該療養を平成21年5月から平成22年3月までの間
　　　に受けた場合にあっては22，一200円）とする。

　　・特定疾患給付対象療養多数回該当の場合

　　　　44，400円。ただし、75歳到達時特例対象療養の場合

　　　にあづては、22，200円とする。

　②第42条第3項第2号に掲げる者』

　　・特定疾患給付対象療養多数回該当以外の場合

　　　　80，100円に医療費のうち267，000円を超える部
　　　分の100分の1を加えた額．ただし、75歳到達時特例対象



　　　　療養の場合にあっ七は、40，050円に医療費のうち133，

　　　　500円を超える部分の100分の1を加えた額とする。

　　　　・特定疾患給付対象療養多数回該当の場合

　　　　　44，400円。ただし、75歳到達時特例対象療養の場合

　　　　にあっては、23，200円とする。

　　③第42条第3項第3号に掲げる者
　　　　24，6．00円。ただし、75歳到達時特例対象療養の場合

　　　にあっては、12，300円とする。

　　④第42条第3項第4号に掲げる者
　　　　15，000円。ただし、75歳到達時特例対象療養の場合

　　　にあっては、71500円とする。

　（ハ）70歳に達する日の属する月の翌月以降の外来療養の場合

　　①　次に掲げる者以外の者

　　　　24，600円（当該療養を平成21年5月から平成22年
　　　’3月までの間に受けた場合にあっては12，00．0円）。ただし、

　　　75歳到達時特例対象療養の場合にあっては、12，β00円

　　　　（当該療養を平成21年5月から平成22年3月までの間に受

　　　けた場合にあってば6，000円）とする。

　　②第42条第3項第2号に掲げる者
　　　　44，400円。ただし、75歳到達時特例対象療養の場合

　　　にあっては、22，200円とする。

　　③　第42条第3項第3号又は第4号に掲げる者

　　　　8，000円。ただし、75歳到達時特例対象療養の場合に

　　　あっては、4，‘000円とする。

ハ　生活保護法（昭和25年法律第144号）第15条の医療扶助の対

　象となる療養の場合

　（イ）70歳に達する日の属する月以前の療養の場合

　　　　35，400円。ただし、75歳到達時特例対象療養の場合に

　　　あっては、17，700円とする。
　（ロ）70歳に達する日の属する月の翌月以降の入院療養の場合’

　　　　15，000円。ただし、75歳到達時特例対象療養の場合に

　　　あっては、7，500円とする。
　（ハ）76歳に達する日の属する月の翌月以降の外来療養の場合

　　　　8，0．00円。ただし、75歳到達時特例対象療養の場合にあ

　　　つては、4，000円とする。



（2）入院療養において社会保険と公費負担医療の併用の療養と保険単独の

　療養が併せて行われる場合の支払いについては、以下のとおりとするこ

　と。

　イ　70歳に達する日の属する月以前の入院療養の場合

　　（イ）保険単独の療養及び公費負担医療の併用に係る令第41条第1

　　　項第1号イからへまでに掲げる額（以下r一部負担金等」という。）

　　　が、それぞれ21，000円（75歳到達時特例対象療養に係る
　　　　ものにあっては10，500．円）以上であり、かつ、当該公費負

　　　担医療に係る費用徴収額が生ずる場合

　　　　支払基金は、保険単独の癖養に係る一部負担金等と公費負担医

　　　療に係る費用徴収額を合算した額が次に掲げる者の区分に応じ、

　　　それぞれ定められた限度額（以下イにおいて「限度額」という。）

　　　を超えるときは、当該合算した額と限度額の差額についても保険

　　　者に請求すること。　　　　　　　　　　　　　　　、

　　　　．なお、令第42条第1項第3号に掲げる者に該当していること

　　　につき保険者の認定を受けている者の入院療養において、公費負

　　　揖医療における費用徴収額が限度額を超える場合1ヰ・費用徴収額

　　　　と限度額の差額についても保険者に請求すること？

　　　’①　令第42条第1項第2号に掲げる者に該当していることにつ、

　　　　き保険者の認定を受けている者

　　　　　　150，．000円に医療費のうち500，000円を超える
　　　　部分の100分の1を加え年額（75歳到達時特例対象．療養に

　　　　係るものにあっては、75，000円に医療費のうち250，

　　　　000円を超える部分の100分の1を加えた額）。ただし、高

　　　　額療養費多数回該当の場合は、83，，400円（75歳到達時

　　　　特例対象療養に係るものにあつでは41，7Q　O円）とする。

　　　②令第42条第1項項第1号に掲げる者に該当していることに

　　　　つき保険者の認定を受けている者

　　　　　80，100円に医療費のうち267，000円を超える部
　　　　分の100分の1を加えた額（75歳到達時特例対象療養に係

　　　　重るものにあっては、40，050円に医療費のうち133，5．

　　　　00円を超える部分の100分の1を加えた額）。ただし、高額

　　　　療養費多数回該当の場合は、44，400円（75歳到達時特
　　　　例対象療養に係るものにあっては22，．200円）とする。

　　　③　令第42条第1項項第3号に該当していることにつき保険者

　　　　の認定を受けている者



　　　　35，400円（75歳到達時特例対象療養に係るものにあ
　　　つては17，700円）。ただし、高額療養費多数回該当の場合

　　　は24，600円（75歳到達時特例対象療養に係るものにあ

　　　つては12，300円）とする。
　（ロ）（イ）以外の場合　　　　　　　　　　．　　　｝・

　　　支払基金は、保険単独の療養に係る一部負担金等が限度額を超

　　えるときは、当該額と限度額の差額についても保険者に請求する

　　こと。

ロ　70歳に達する日の属する月の翌月以降の入院療養の場合

　支払基金は、70歳に達する日の属する月の翌月以降の入院療養に

おいて社会保険と公費負担医療の併用の療養と保険単独の療養が併せ

て行われる場合につき、保険単独の療養に係る一部負担金等と公費負

担医療に係る費用徴収額を合算した額が次に掲げる者の区分に応じ、

それぞれ定められた限度額（以下ロにおいて一「限度額」という。）を超

えるときは・・当該合算した額と限度額の差額硅ついても保険者1；請求

すること。

　　なお、令第42条第2項第3号又は第4号に掲げる者に該当してい

　ることにつき保険者の認定を受けている者の入院療養において、公費

負担医療における費用徴収額が限度額を超える場合は、費用徴収額と

限度額の差額についても保険者に請求すること。

①次に掲げる者以外の者

　　・・多数回該当以外の場合

　　　　62，1・00円（当該療養を平成20年4月から平成22年3
　　一月までの間に受けた場合にあっては44，400円）。ただし、7

　　　5歳到達時特例対象療養の場合にあっては、31，050円（当

　　該療養を平成21年1月から平成22年3月までの間に受けた場

　　合にあっては22，200円）とする。
　　・多数回該当の場合

　　　　44，400円。ただし、75歳到達時特例対象療養の場合に

　　あっては、22，200円とする。

②第42条第β項第2号に掲げる者
　　・多数回該当以外の場合

　　　　80，100円に医療費のうち267，000円を超える部分
　　の100分の1を加えた額。ただし、75歳到達時特例対象療養

　　に係るものにあっては、40，050円に医療費のうち133，

　　　500円を超える部分の100分の1を加えた額）。



　・多数回該当の場合

　　44，400円。ただし、75歳到達時特例対象療養の場合にあ・

　一っては122，200円とする。
③第42条第3項第3号に掲げる者に該当していることにつき保険

者の認定を受けている者

　　241600円。ただし、75歳到達時特例対象療養の場合にあ
．つては、12，300円とする。

④　第42条第3項第4号に掲げる者に該当していることにつき保険

者の認定を受けている者

　　15，000・円。ただし、75歳到達時特例対象療養の場合にあ

っては、7，500円とする。

（3）（2）はく入院以外の療養であって、一の医療機関による総合的かつ

　計画的な医学的管理の下におげる療養として厚生労働大臣が定めるもの

　について準用すること。

（4）（3）の一の医療機関による総合的かつ計画的な医学的管理の下にお

　ける療養は、在宅時医学総合管理料（特定雄設入居時等医学総合管理料

　を含む。）及び在宅末期医療総合診療料が算定されるべき療養並びにこ

　れらの擦養を受ける者が当該療養を受ける月において当該療養を行う医

　療機関から受ける外来療養とされたこと占

5　保険者の事務

　高額療養養が保険医療機関等に支払われるものである場合、保険者は診療

．報酬明細書の左下の負担金額欄又は一部負担金欄の記載内容を確認すること，

により、被保険者に対し高額療養費を重ねて支給することのないよう特に注

意すること。

　なお、公費負担医療が行われる療養に係る高額療養費について被保険者か

ら請求があったときは、保険者において事実関係を＋分に聴取、調査し処置

すること。

6　その他

　各種共済組合についても同様の扱いとされること。

　なお、国民鰹康保険については別途通知されるものであること』



　（別紙）

　1　原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律による一般疾病医療費の支給

　2　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第20条第2項の医療に係る療

　育の給付又は同法第24条の20第1項（同法第63条の3の2第3項にお
　　いて適用する場合を含む。）の障害児施設医療費の支給

　3　障害者自立支援法（平成17年法律第123号）第58条第1項の自立支

　援医療、同法第70条第‡項の療養介護医療費又は同法第71条第1項の基

　準該当療養介護医療費の給付

　4　精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）

　第30条第1項の規定により費用の負担が行われる医療に関する給付

　5　生活保護法第15条の医療扶助　　　　．　　　㌃1

　6　削除

　7・麻薬及び向精神薬取締法（昭和28年法律第14号）第58条の17第1

　項の規定により費用の負担が行われる医療に関する給付

　8　母子保健法（昭和40年法律第141号）第20条の養育医療の給付
　9　感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法

　律第114号）第37条第1項又は第37条の2第1項の規定により費用の
　負担が行われる医療に関する給付
　10’石綿による健康被害の救済に関する法律（平成18年法律第4号）第4

　条第1項の医療費の支給

　10の2　特定B型肝炎ウイルス感染者給付金等の支給に関する特別措置法

　　（平成23年法律第126号）・第12条第1項㊨定期検査費又は同法第13

’　条第1項の母子感染防止医療費の支給

　11　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第21条の5の事業、同法第
　　22条第1項の助産の実施、同法第27条第1項第3号の措置（知的障害児

　　通園施設への入所措置を除く。）、同条第2項の指定医療機関への委託措置又

　　は同法第33条の一時保護に係る医療の給付，

　12　沖縄の復帰に伴う厚生省関係法令の適用の特別措置等に関する政令（昭

　　和47年政令第108号）第3条又は第4条の医療費の支給

　13　身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第18条第2項の障害

　　者自立支援法（平成17年法律第123号）第5条第5項の厚生労働省令で

　　定める施設又は指定医療機関における医療の給付

　14　昭和48年4月17日衛発第242号厚生省公衆衛生局長通知「特定疾
　　患治療研究事業について」による治療研究に係る医療の給付

　15　昭和59年4月10日衛発第266号厚生省公衆衛生局長通知「毒ガス
　　障害者救済対策事業の実施について」による医療費の支給



16　平成元年7月24目健医発第896号厚生省保健医療局長通知・「先天性
血液凝固因子障害等治療研究事業について」による治療研究に係る医療の給

付

17　平成4年4月30日環保業第227号環境事務次官通知「水俣病総合対・

策費の国庫補助について」による療養費及び研究治療費の支給

18　平成15年6月6日環保企発第030606004号環境事務次官通知・
　「「茨城県神栖町における有機ヒ素化合物による環境汚染及び健康被害に係

る緊急措置事業要綱」についてによる匡療費の支給

19　平成17年5月24日環保企発第05052400■号環境事務次官通
知「メチル水銀の健康影響に係る調査研究事業について」による研究治療費

の支給

20　平成20年2月21目保発第’0221003号厚生労働省保険局長通知「70

歳代前半の被保険者等に係るr部負担金等の軽減特例措置の取扱いについ

て」による医療費の支給

21　平成20年3月31日健発第0331001号厚生労働省健康局長通知r感染

症対策特別促進事業について」による肝炎治療特別促進事業に係る医療の給

付

22　都道府県又は市町村（以下r都道府県等」という。）が行う医療に関す

る給付であって、社会保険診療報酬支払基金法第15条第3項の規定に基づ

き厚生労働大臣の定める医療に関する給付（昭和52年厚生省告示第239

号）各号に掲げる医療に関する給付に準ずるもの

23　都道府県等が行う医療に関する給付であって、社会保険診療報酬支払基

，金法（昭和23年法律第1，29号）第15条第2項に規定する法律による医

療に関する給付に準ずるもの
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一
条
第
一
項
第
九
号
の
三
の
次
に
次
の
一
号
を
加

　
え
る
。

　
　
九
の
四
　
特
定
B
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感
染
者
給
付
金

　
　
’
等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
平
成
二
十
三

　
　
　
年
法
律
第
百
二
十
六
号
）
第
十
二
条
第
一
項
の
定

　
　
　
期
検
査
費
又
は
同
法
第
十
三
条
第
一
項
の
母
子
感

　
　
　
染
防
止
医
療
費
の
支
給
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（
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の

．
一
部
改
正
）

第
六
条
　
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
施
行
規

　
則
（
平
成
十
九
年
厚
生
労
働
省
令
第
百
二
十
九
号
）
の

」
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

　
　
第
十
三
条
第
八
号
の
二
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え

　
る
。

　
　
八
の
三
　
特
定
B
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感
染
者
給
付
金

　
　
　
等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
措
置
法
（
平
成
二
十
三

　
　
　
年
法
律
第
百
二
十
六
号
）
第
十
二
条
第
一
項
の
定

　
　
　
期
検
査
費
又
は
同
法
第
十
四
条
第
一
項
の
世
帯
内

　
　
　
感
染
防
止
医
療
費
の
支
給

　
　
第
六
十
一
条
第
八
号
の
二
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え

　
る
。

　
　
八
の
三
　
特
定
B
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感
染
者
給
付
金

　
　
　
等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
十
二
条
第
一

　
　
　
項
の
定
期
検
査
費
又
は
同
法
第
十
四
条
第
一
項
の

　
　
　
世
帯
内
感
染
防
止
医
療
費
の
支
給

　
　
第
六
十
八
条
第
六
号
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

　
　
六
の
二
　
特
定
B
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感
染
者
給
付
金

　
　
　
等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
十
二
条
第
一

　
　
　
項
の
定
期
検
査
費
の
支
給

　
　
　
附
　
則

　
こ
の
省
令
は
、
特
定
B
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感
染
者
給
付

金
等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
措
置
法
の
施
行
の
臼
（
平
成

二
十
四
年
一
月
十
三
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

『
」

ノ



・
特
定
B
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
鷺
壽
付
霧
の
支
韓
関
す
る
特
別
謹
法
の
施
行
に
伴
う
塁
嘗
畠
薯
令
の
蕃
境
す
薯
令

　
新
　
旧
　
対
　
照
　
条
　
文

O
　
健
康
保
険
法
施
行
規
則
（
大
正
十
五
年
内
務
省
令
第
三
十
六
号
）
　
　
（
抄
）

　
（
第
一
条
関
係
）

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
（
傍
線
勢
は
改
正
部
分
）

第 第

七 一付百（　　十 九 一関九付＿
の ～は六令　　・一 費 置 の ～す十）令
三 七　’条第　　十項

、

法 四 九る八　　第
の次　　四　　一の 同

（
の給条　　四

特 二の令十　　　　世 法 平 特 三付　　　　十－，
定 と第三　　＿帯 第 成 定一 は令　　一
B ＿お四条　　略内 十 二 B ＿　’第　　条
型 略り十第’　）感 三 十 型 略次四　　第
肝 ）と三四　　　染 条 三・肝 ）の十　　一
炎 す・条項　　　　防 第 年 炎 と一　　項
ウ る！第の　　　　止 一 法 ウ お条　　第
イ 。四厚　　　　医 項 律 イ り第　　二

改

ノ 項生　　　　療 の 第 ノレ と一　　号
ス の労　　　費 母 百 ス す項　　の
感 厚働　　　　の 子 二 感 る第　　厚
染 ’　　生省　　　　支 感 十 染 。二　　生 正

者 労令　　　　給 染 六 者 号　　労
給 働で 防 号 給 の　　働
付 省定 止 ） 付 厚　　省
金 令め 医 第 金 生　　令 案

等 でる 療 十 等 労　　で
の ．定医 費 二 の 働　　定’
支 め療 又 条 支 省　　め
給 る　に ．は 第 給 令　　る
に 医関． 同

一 に で　　医
関 ’療す 法 項 関 定　　療
す にる ’第 の す め　　に
る 関給 十 定 る る　　関
特 す付 四 期 特 医　　す
別 る） 条 検 別 療　　る
措 給 第 査 措 に　　給

第　’ 第

＿一 t百＿　　十 ＿一 ﾖ九付＿
新～は六令　　・ 新～す十）令
設七　’条第　　十 設九る八　　第
）の次　　四　　一 ）の給条　　四

二の令十 三付　　　　十．

　と第三　　＿
Qお四条　　略

　は令　　一
Q　’第　　条

略り十第，　） 略次四　　第
）と三四 ）の十　　一

す条項 と一　　項
る第の。四厚 お条　　第

闡諱@　二
現一

項生 と一　　号
の労 す項　　の
厚働 る第　　厚

、 生省 。二　　生
労令 号　　労・

働で の　　働

省定 厚　　省
令め 生　　令 行

でる
●

労　　で

定医 働　『定
め療 省　　め
る　に 令　　る

医関 で　　医

療す 定　・療

にる め　　に
関一 る　　関

す付 医　　す

る） 療　　る．
給 に　　給



　
置
法
第
十
二
条
第
一
項
の
定
期
検
査
費
又
は
同
法
第
十
三
条
第
一
項
の
母
子
感

　
染
防
止
医
療
■
費
の
支
給

八
　
　
（
略
）

　
（
令
第
四
十
三
条
第
六
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
）

第
百
七
条
　
令
第
四
十
三
条
第
六
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
百
十
条

　
第
四
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
は
、
次
の
と
お
り
と
す

　
る
。・

一
～
八
の
二
　
　
（
略
）

　
八
の
三
　
特
定
B
型
　
炎
ウ
イ
ノ
ス
感
染
者
給
付
金
等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
措

　
置
法
第
十
二
条
第
一
項
の
定
期
検
査
費
又
は
同
法
第
十
三
条
第
一
項
の
母
子
感
．

　
染
防
止
医
療
費
の
支
給

九
・
十
　
　
（
略
）

八
　
　
（
略
）

　
（
令
第
四
十
三
条
第
六
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
）

第
百
七
条
　
令
第
四
十
三
条
第
六
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
百
十
条

　
第
四
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
は
、
次
の
と
お
η
と
す

　
る
。

　
一
～
八
の
二
　
　
（
略
）

　
（
新
設
）

九
・
十
　
　
（
略
）



O
船
員
保
険
法
施
行
規
則

（
第
二
条
関
係
）

（
昭
和
十
五
年
厚
生
省
令
第
五
号
）
　
（
抄
）

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

し

改

正

案

　
（
令
第
八
条
第
一
項
第
二
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
）

第
八
十
六
条
　
令
第
八
条
第
一
項
第
二
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す

　
る
給
付
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

　
一
～
十
　
　
（
略
）

ノ
し
で

十
の
二
　
特
定
B
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感
染
者
給
付
金
等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
措

置
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
六
号
）
第
十
二
条
第
一
項
の
定
期
検
査

費
、
同
法
第
十
三
条
第
一
項
の
母
子
感
染
防
止
医
療
費
又
は
同
法
第
十
四
条
第

　
一
項
の
世
帯
内
感
染
防
止
医
療
費
の
支
給

十
一
・
十
二
　
　
（
略
）

　
（
令
第
十
条
第
四
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
）

第
九
十
六
条
，
令
第
十
条
第
四
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付

・
は
、
次
の
と
お
り
ど
す
る
。

　
．
一
～
七
　
　
（
略
）

七
の
二
　
特
定
B
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感
染
者
給
付
金
等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
措

　
置
法
第
十
二
条
第
一
項
の
定
期
検
査
費
又
は
同
法
第
十
三
条
第
一
項
の
母
子
感

　
染
防
止
医
療
費
の
支
給

八
　
（
略
）

現

行

　
（
令
第
八
条
第
一
項
第
二
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
）

第
八
十
六
条
　
令
第
八
条
第
一
項
第
二
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す

　
る
給
付
は
、
次
の
と
お
ゆ
と
す
る
。

　
一
～
十
　
　
（
略
）

　
（
新
設
）

十
一
・
十
二
　
　
（
略
）

　
（
令
第
十
条
第
四
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
）

第
九
十
六
条
　
令
第
十
条
第
四
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付

　
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

　
一
～
七
　
　
（
略
）

　
（
新
設
）

八
　
（
略
）



　
（
令
第
十
条
第
六
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
）

第
九
十
七
条
　
令
第
十
条
第
六
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
七
十
六
条

　
第
四
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
は
、
次
の
と
お
り
と
す

　
■
る
。

　
一
～
八
　
　
（
略
）

人
の
二
　
特
定
B
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感
染
者
給
付
金
等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
措

　
置
法
第
十
二
条
第
一
項
の
定
期
検
査
費
又
は
同
法
第
十
三
条
第
一
項
の
母
子
感

　
染
防
止
医
療
費
の
支
給

九
・
十
　
　
（
略
）

　
（
令
第
十
条
第
六
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
）

第
九
十
七
条
令
第
十
条
第
六
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
七
十
六
条

　
第
四
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
は
、
次
の
と
お
り
と
す

重
る
。
．

　
一
～
八
　
　
（
略
）

　
（
新
設
）

九
・
十
　
　
（
略
）



O
社
会
保
険
診
療
報
酬
請
求
書
審
査
委
員
会
及
び
社
会
保
険
診
療
報
酬
請
求
書
特
別
審
査
委
員
会
規
程
（
昭
和
二
十
三
年
厚
生
省
令
第
五
十
六
号
）

（
第
三
条
関
係
）

（
抄
）

改
　
　
　
正
　
　
　
案

現
　
　
　
　
　
　
　
行

一

（
略
）

（
略
）

一

（
略
）

（
略
）

一
法
第
十
五
条
第
二
項
に
掲
げ
る
規
定
又
は
特
定

一

法
第
十
五
条
第
二
項
に

B
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感

染
者
給
付
金
等
の
支
給

に
関
す
る
特
別
措
置
法

（
、
成
二
十
三
年
法
律

第
百
二
十
六
号
）
第
十

七
条
第
一
項
の
規
定
に
一

よ
り
診
療
報
酬
を
請
求
す
る
こ
と
と
な
る
医
療
機
関
そ
の
他
の
者
（
以
下
「
指
定
医
療
機
関
」
と
い
う
。
）
の
提
出
す
る
診
療
報
酬
請
求
書

㌧



項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
並

び
に
第
六
十
二
条
（
同
法
第
七
十
二
条
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
児
童
福

祉
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十
四
号

）
第
二
十
一
条
の
二
（
同
法
第
二
十
四
条
の

二
十
一
（
同
法
第
六
十
三
条
の
三
の
二
第
三

項
に
お
い
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
及

び
母
子
保
健
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
百
四

十
一
号
）
第
二
十
条
第
七
項
に
お
い
て
準
用

す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
原
子
爆
弾
被
爆
者

に
対
す
る
援
護
に
関
す
る
法
律
（
平
成
六
年

法
律
第
百
十
七
号
）
第
十
四
条
、
感
染
症
の

予
防
及
び
感
染
症
の
患
者
に
対
す
る
医
療
に

関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
百
十
四
号

）
第
四
十
一
条
、
精
神
保
健
及
び
精
神
障
害

者
福
祉
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
五
年
法

律
第
百
二
十
三
号
）
第
二
十
九
条
の
六
、
麻

薬
及
び
向
精
神
薬
取
締
法
（
昭
和
二
十
八
年

法
律
第
十
四
号
）
第
五
十
八
条
の
十
四
、
戦

傷
病
者
特
別
援
護
法
（
昭
和
三
十
八
年
法
律

第
首
六
十
八
号
）
第
十
四
条
（
同
法
第
二
十

条
第
三
項
及
び
同
法
附
則
第
十
一
項
に
お
い

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
．
、
心
神
喪
失

等
の
状
態
で
重
大
な
他
書
行
為
を
行
っ
た
者

．
の
医
療
及
び
観
察
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成

十
五
年
法
律
第
百
十
号
）
第
八
十
三
条
、
右

項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
並

び
に
第
六
十
二
条
（
同
法
第
七
十
二
条
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
児
童
福

祉
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十
四
号

）
第
二
十
一
条
の
二
（
同
法
第
二
十
四
条
の

二
十
］
．
（
同
法
第
六
十
三
条
の
三
の
二
第
三

項
に
お
い
て
適
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
及

び
母
子
保
健
法
（
昭
和
四
十
年
法
律
第
百
四

十
一
号
）
第
二
十
条
第
七
項
に
お
い
て
準
用

す
る
場
合
を
含
む
。
）
」
原
子
爆
弾
被
爆
者
“

に
対
す
る
援
護
に
関
す
る
法
律
（
平
成
六
年

法
律
第
百
十
七
号
）
第
十
四
条
、
感
染
症
の

予
防
及
び
感
染
症
の
患
者
に
対
す
る
医
療
に

関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
百
十
四
号

）
第
四
十
一
条
、
精
神
保
健
及
び
精
神
障
害

者
福
祉
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
二
十
五
年
法

律
第
百
二
十
三
号
）
第
二
十
九
条
の
六
、
麻

薬
及
び
向
精
神
薬
取
締
法
（
昭
和
二
十
八
年

法
律
第
十
四
号
）
第
五
十
八
条
の
十
四
、
戦

傷
病
者
特
別
援
護
法
（
昭
和
三
十
八
年
法
律

第
百
六
十
八
号
）
第
十
四
条
（
同
法
第
二
．
十

条
第
三
項
及
び
同
法
附
則
第
十
」
項
に
お
い

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
、
心
神
喪
失
．

等
の
状
態
で
重
大
な
他
害
行
為
を
行
っ
た
者
・

の
医
療
及
び
観
察
等
に
関
す
る
法
律
（
平
成

十
五
年
法
律
第
百
十
号
y
第
八
十
三
条
又
は



綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律

石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法

（
平
成
十
八
年
法
律
第
四
号
）
第
十
二
条
又

律
（
平
成
十
八
年
法
律
第
四
号
）
第
十
二
条

は
特
定
B
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感
染
者
給
付
金

等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
措
置
法
第
十
二
条

第
三
項
及
び
第
四
項
若
し
く
は
第
十
三
条
第

二
項
及
び
第
三
項

’



O
国
民
健
康
保
険
法
施
行
規
則

（
第
四
条
関
係
）

（
昭
和
三
十
三
年
厚
生
省
令
第
五
十
三
号
）

（
抄
）

、

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改
　
　
　
正
　
　
　
案

現
　
　
　
　
　
　
行

　
（
法
第
九
条
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
）
第
五
条
の
五
　
法
第
九
条
第
三
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
　
す
る
給
付
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。
　
一
～
九
の
三
　
　
（
略
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
’

九
の
四
　
特
定
B
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感
染
者
給
付
金
等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
措

置
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
六
号
）
第
十
二
条
第
一
項
の
定
期
検
査

九
の
四
　
特
定
B
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感
染
者
給
付
金
等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
措

置
法
第
十
二
条
第
一
項
の
定
期
検
査
費
、
同
法
第
十
三
条
第
一
項
の
母
子
感
染

　
防
止
医
療
費
又
は
同
法
第
十
四
条
第
一
項
の
世
帯
内
感
染
防
咀
医
療
費
の
支
給
十
・
十
一
　
（
略
）



　
（
令
第
二
十
九
条
の
四
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付

　
）第

二
十
七
条
砂
十
五
　
令
第
二
十
九
条
の
四
第
三
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で

　
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
は
、
被
保
険
者
が
保
険
医
療
機
関
等
に
つ
い
て
受
け

　
る
療
養
に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

　
一
～
七
の
二
　
　
（
略
）

　
七
の
三
　
特
　
B
型
　
炎
ウ
イ
ノ
ス
感
染
者
給
付
金
等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
措

　
　
置
法
第
十
二
条
第
一
項
の
　
期
検
査
費
又
は
同
法
第
十
三
条
第
一
項
の
母
子
感

　
　
染
防
止
医
療
費
の
支
給

　
八
　
　
（
略
）

2
　
　
（
略
）

　
（
令
第
二
十
九
条
の
四
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付

　
）第

二
十
七
条
の
十
五
　
令
第
二
十
九
条
の
四
第
三
項
に
規
定
す
る
厚
生
労
働
省
令
で

　
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
は
、
被
保
険
者
が
保
険
医
療
機
関
等
星
つ
い
て
受
け

　
る
療
養
に
つ
い
て
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

　
一
～
七
の
二
　
　
（
略
）

　
（
新
設
）

2

　八
ハ
略＿
）略
　）



、

O
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
に
関
す
る
省
令

（
第
五
条
関
係
）

（
昭
和
五
十
一
年
厚
生
省
令
第
三
十
六
号
）

（
抄
）

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

案

　
（
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
）

第
一
条
保
険
医
療
機
関
若
し
く
は
次
に
掲
げ
る
医
療
に
関
す
る
給
付
（
以
下
「
公

　
費
負
担
医
療
」
，
と
い
う
。
）
■
を
担
当
す
る
病
院
若
し
く
は
診
療
所
（
以
下
単
に
「

　
保
険
医
療
機
関
」
と
い
う
。
）
又
は
保
険
薬
局
若
し
く
は
公
費
負
担
医
療
を
担
当

　
す
る
薬
局
（
以
下
単
に
「
保
険
薬
局
」
と
い
う
。
）
は
、
療
養
の
給
付
（
健
康
保

　
険
法
（
大
正
十
一
年
法
律
第
七
十
号
）
第
百
四
十
五
条
に
規
定
す
る
特
別
療
養
費

　
、
入
院
時
食
事
療
養
費
、
入
院
時
生
活
療
養
費
、
保
険
外
併
用
療
養
費
、
家
族
療

　
養
費
及
び
高
額
療
養
費
の
支
給
を
含
む
。
第
八
号
を
除
き
、
以
下
同
じ
。
）
又
は

　
公
費
負
担
医
療
に
関
し
費
用
を
請
求
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
電
子
情
報
処
■
理
組

　
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
（
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
事
項
を
電
子
情
報
処
理
組
織

　
（
審
査
支
払
機
関
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
（
入
出
力
装
置
を
含
む
。
以
下
同

　
じ
。
）
と
、
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
（
以
下
「
療
養
の

　
給
付
費
等
」
と
い
う
。
）
の
請
求
を
し
ょ
う
と
す
る
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬

　
局
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
を
電
気
通
信
回
線
で
接
続
し
た
電
子
情
報
処
理

　
組
織
を
い
う
－
以
下
同
じ
。
）
を
使
用
し
て
、
『
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
方
式
に

　
従
っ
て
電
子
計
算
機
か
ら
入
力
し
て
審
査
支
払
機
関
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機

　
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
し
て
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
を
い
う
。

　
以
下
同
じ
。
）
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
（
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る

　
事
項
を
電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
方
式
に
従
っ
て
記
録

現

行

　
（
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
の
請
求
）

第
．
一
条
保
険
医
療
機
関
若
し
く
は
次
に
掲
げ
る
医
療
に
関
す
る
給
付
（
以
下
「
公

　
費
負
担
医
療
」
と
い
う
。
）
を
担
当
す
る
病
院
若
し
く
は
診
療
所
（
以
下
単
に
「

、
保
険
医
療
機
関
」
と
い
う
。
）
又
は
保
険
薬
局
若
し
く
は
公
費
負
担
医
療
を
担
当

　
す
る
薬
局
（
以
下
単
に
「
保
険
薬
局
」
と
い
う
。
）
は
、
療
養
の
給
付
（
健
康
保

　
険
法
（
大
正
十
一
年
法
律
第
七
十
号
）
第
百
四
十
五
条
に
規
定
す
る
特
別
療
養
費

　
、
入
院
時
食
事
療
養
費
、
入
院
時
生
活
療
養
費
、
保
険
外
併
用
療
養
費
、
家
族
療

　
養
費
及
び
高
額
療
養
費
の
支
給
を
含
む
。
第
八
号
を
除
き
、
以
下
同
じ
一
）
又
は

　
公
費
負
担
医
療
に
関
し
費
用
を
請
求
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
電
子
情
報
処
理
組

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
ヤ

　
織
の
使
用
に
よ
る
請
求
（
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る
事
項
を
電
子
情
報
処
理
組
織

　
（
審
査
支
払
機
関
の
使
用
k
係
る
電
子
計
算
機
．
（
入
出
力
装
置
を
含
む
。
以
下
同

　
じ
。
）
と
、
療
養
の
給
付
及
び
公
費
負
担
医
療
に
関
す
る
費
用
（
以
下
「
療
養
の

　
給
付
費
等
」
と
い
う
。
）
の
請
求
を
し
ょ
う
と
す
る
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬

　
局
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
を
電
気
通
信
回
線
で
接
続
し
た
電
子
情
報
処
理

　
組
織
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
を
使
用
し
て
、
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
方
式
に

　
従
っ
て
電
子
計
算
機
か
ら
入
力
し
て
審
査
支
払
機
関
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機

　
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
し
て
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
を
い
う
。
・

　
以
下
同
じ
。
）
又
は
光
デ
ィ
ス
ク
等
を
用
い
た
請
求
（
厚
生
労
働
大
臣
が
定
め
る

　
事
項
を
電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
方
式
に
従
っ
て
記
録



し
た
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
規
格
に
適
合
す
る
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
デ
ィ
ス
ク
又
は

光
デ
ィ
ス
ク
（
以
下
「
光
デ
ィ
ス
ク
等
」
と
い
う
。
）
を
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り

，
行
う
療
養
の
給
付
費
等
の
請
求
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
よ
り
行
う
も
の
と
す

．
る
。一

～
九
の
二
　
　
（
略
）

九
の
三
　
石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律
．
（
平
成
十
八
年
法
律
第

　
四
号
）
第
四
条
第
一
項
の
医
療
費
の
支
給

九
の
四
　
特
　
B
型
　
炎
ウ
イ
ノ
ス
感
染
者
給
付
金
等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
日

置
法
（
W
成
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
六
号
）
第
十
二
条
第
一
項
の
　
期
検
査

　
　
費
又
は
同
法
第
十
三
条
第
一
項
の
母
子
感
染
防
止
医
療
費
の
支
給

　
　
臣
が
定
め
る
も
の

2
・
3
　
　
（
略
）

　
十
　
前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
医
療
に
関
す
る
給
付
で
あ
っ
て
厚
生
労
働
大

し
た
厚
生
労
働
大
臣
の
定
め
る
規
格
に
適
合
す
る
フ
レ
キ
シ
ブ
ル
デ
ィ
ス
ク
又
は

光
デ
ィ
ス
ク
（
以
下
「
光
デ
ィ
ス
ク
等
」
と
い
う
。
）
を
提
出
す
る
こ
と
に
よ
り

行
う
療
養
⑳
給
付
費
等
の
諦
求
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
よ
り
行
う
も
の
と
す

る
。

一
～
九
の
二
・
（
略
）

九
の
三
　
石
綿
に
よ
る
健
康
被
害
の
救
済
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
八
年
法
律
第

　
四
号
）
第
四
条
第
一
項
の
医
療
費
の
支
給

（
新
設
）

十
　
前
各
号
に
掲
げ
る
も
の
の
ほ
か
医
療
に
関
す
る
給
付
で
あ
っ
て
厚
生
労
働
大

　
　
臣
が
定
め
る
も
の

2
・
3
　
　
（
略
）
・

ノ



O
、
高
齢
者
の
医
療
の
確
保
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則

　
（
第
六
条
関
係
）

（
平
成
十
九
年
厚
生
労
働
省
令
第
百
二
十
九
号
）

（
抄
）

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

案

　
（
法
第
五
十
四
条
第
四
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
）

■
第
十
三
条
　
法
第
五
十
四
条
第
四
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給

．
付
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

　
一
～
八
の
二
　
　
（
略
）

八
の
三
　
特
定
B
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感
染
者
給
付
金
等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
措

置
法
（
平
成
二
十
三
年
法
律
第
百
二
十
六
号
）
第
十
二
条
第
一
項
の
定
期
検
査

　
費
又
は
同
法
第
十
四
条
第
一
項
の
世
帯
内
感
染
防
止
医
療
費
の
支
給

九
～
十
一
　
（
略
）
．

　
（
令
第
十
四
条
第
一
項
第
二
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付

　
）第

六
十
一
条
　
令
第
十
四
条
第
一
項
第
二
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関

　
す
る
給
付
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
、

　
一
～
八
の
二
　
　
（
略
）

八
の
三
　
特
定
B
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感
染
者
給
付
金
等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
措

現

行

　
（
法
第
五
十
四
条
第
四
項
分
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
）

第
十
三
条
　
法
第
五
十
四
条
第
四
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給

　
付
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

　
一
～
八
の
二
　
　
（
略
）

　
（
新
設
）

九
～
十
一
　
（
略
）

（
令
第
十
四
条
第
一
項
第
二
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付

　
）、

第
六
十
一
条
　
令
第
十
四
条
第
一
項
第
二
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
ろ
医
療
に
関

　
す
る
給
付
は
」
次
の
と
お
り
と
す
る
。

　
　
一
～
八
の
二
　
　
（
略
）
“

　
　
（
新
設
）

　
置
法
第
十
二
条
第
一
項
の
定
期
検
査
費
又
は
同
法
第
十
四
条
第
一
項
の
世
帯
内

　
感
染
防
止
医
療
費
の
支
給

九
・
十
　
　
（
略
）

九
・
十
　
　
（
略
）



　
（
令
第
十
六
条
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
）

第
六
十
八
条
　
令
第
十
六
条
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給

　
付
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

　
一
～
六
　
　
（
略
）

六
の
二
　
特
定
B
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
感
染
者
給
付
金
等
の
支
給
に
関
す
る
特
別
措

　
置
法
第
十
二
条
第
一
項
の
定
期
検
査
費
の
支
給

七
　
（
略
）

　
（
令
第
十
六
条
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給
付
）

第
六
十
八
条
　
令
第
十
六
条
第
三
項
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
医
療
に
関
す
る
給

　
付
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

　
一
～
六
　
　
（
略
）

　
（
新
設
）

七
　
．
（
略
）


